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１. はじめに 
 
高度経済成長期以降，地方都市圏における都市域の拡

大，モータリゼーションの進展は，中心市街地の空洞化

や自動車によるエネルギー消費の増加，公共投資の非効

率化をもたらす結果となった．近年，環境問題の顕在化

や人口減少社会の到来といった社会の転換期を向かえ，

公共交通を主体としたコンパクトな都市デザインが求め

られている． 
そこで本研究では地方都市圏に着目し，線引き制度や

交通基盤整備が市街地構造のコンパクト性に与える影響

を分析し，コンパクトな市街地への誘導施策を明らかに

することを目的とする．そのために①都市計画法による

線引き制度と市街地構造の関係分析，②公共公益施設の

分布と土地利用から市街地構造を検証，③交通基盤整備

と市街地構造の関連性の分析を行う．尚，本研究では市

街地のコンパクト性を「人口集中地区（DID: Density 
Inhabited District）における人口密度の相対的な高さと
分布形態」と定義する． 
 
２．研究方法 

 

地方都市では通勤・通学地と居住地が分離されるなど，

都市の様々な機能が市町村の境界を越え，広範囲に拡散

している．よって本研究では既往研究に倣い，中心都市

と郊外都市を定義することにより都市圏を設定し，これ

を研究対象地域とする． 
GIS（地理情報システム）を用いて 2000年の DID分

布図を作成し，分布特性について分析を行う．これに市

街化区域等の区域指定，公共公益施設の分布，土地利用

メッシュ，交通基盤の分布を加え，空間モデル構造を構

築し空間的且つ定量的な分析を行う． 
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３．地方都市圏の設定 

 

中心都市と郊外都市を表 1に示す設定条件により選定

した．結果，26 都市圏 379 市町村が研究対象地域とな
った（表 2）． 
 

項目 設定条件
使用統計 2000年の国勢調査報告書を用いて市町村単位で都市圏を設定する。
都市圏を

構成する都市
中心都市と郊外都市をそれぞれ定義する。

大都市圏の除外

三大都市圏に含まれる市区町村は、中心都市及び郊外都市の
設定条件を満たしている場合でも除外する。
※三大都市圏
東京圏：埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県
名古屋圏：岐阜県・愛知県・三重県
大阪圏：京都府・大阪府・兵庫県・奈良県
中心都市の常住人口は30万人以上とする。
中心都市の昼夜間人口比（＝昼間人口／夜間人口）は
1.0以上を条件とする。

郊外都市の
設定条件

郊外都市は地方中心都市への通勤・通学者数が
居住人口の5%以上である市町村する。

その他の
設定条件

郊外都市の中に、中心都市の条件を満たす市町村が存在する場合、
都市圏が複数の中心都市から構成されることを許す。

中心都市の
設定条件

 
 
 

都市圏名 市町村
居住人口
（万人）

面積
（k㎡)

都市圏名 市町村
居住人口
（万人）

面積
（k㎡)

札幌都市圏 9 236.7 3084.9 岡山・倉敷都市圏 26 148.8 2471.4
旭川都市圏 7 41.1 2421.9 広島都市圏 17 178.9 2650.7
仙台都市圏 21 158.3 2287.9 福山都市圏 8 68.4 965.1
秋田都市圏 13 45.8 1991.6 高松都市圏 19 64.9 901.4
郡山都市圏 10 55.6 2038.2 松山都市圏 8 62.8 874.9
宇都宮都市圏 22 106.1 2389.7 高知都市圏 10 53.4 1146.3
新潟都市圏 20 100.9 1559.1 北九州都市圏 16 147.9 1198.8
富山都市圏 14 64.8 2153.7 福岡都市圏 30 244.3 1569.1
金沢都市圏 17 79.0 1365.3 長崎都市圏 10 65.8 662.3
長野都市圏 16 60.1 1623.8 熊本都市圏 20 108.7 1663.3
静岡都市圏 7 99.0 1651.5 大分都市圏 12 71.6 1623.7
浜松都市圏 15 101.5 1010.1 宮崎都市圏 10 49.9 1414.6
和歌山都市圏 11 61.1 742.3 鹿児島都市圏 11 72.9 982.2  
 
４. ＤＩＤの分布特性 

 

DID の存在した都市は 205 市町，DID 数は 316 であ
った．全地区の平均DID人口密度は 58.4人／haであり，
全国平均の 66.5人／haより低い．DIDの分布図作成後，
隣接している地区を 1つの地区と考え，データを再集計
した結果，DID数は 230となった． 

DIDは都市圏の中心部から 40km圏内に分布し，DID
人口密度は都市圏の中心部から離れるにつれて低下する

傾向にあった（図 1）．尚，中心部からの距離は，都市圏

中心都市の市役所から各 DID の重心までの距離とした．
都市圏別に単相関係数を求めると，都市圏によって係数

に大きな差異が見られた．これより DIDの分布は，中心
部からの距離に加え，地域的な要因に影響を受けている

と考えられる． 
 

表-1 都市圏の設定条件 

表-2 都市圏の概要 



 

５.線引き制度による市街地構造の影響分析 

 

（1）区域指定と DID の分布の関係 

国土情報ウェブマッピングシステムの都市計画区域

100m メッシュ等を参考にして，線引き制度による区域

指定の分布図を作成した（図 2）． 
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分布図からは，市街化区域内，または用途地域内に位

置する DID が多いこと，市街化区域と DID の境界線が
一致している地区が多いこと，市街化区域であっても

DID に指定されていない区域が多いことなどが読み取

れた．また，鉄道駅の周辺において市街化調整区域に指

定いるなど，鉄道の整備と線引き制度による区域指定が

無関係になされていた． 
 
（2）区域指定別の DID 人口密度 

区域区分のデータを用いて DID を区域指定別に分類
した．区域指定別の平均 DID人口密度を表 3に示す．市
街化区域・市街化調整区域混合地区は DIDが市街化区域
を越えて市街化調整区域にまで広がっている地区である． 
全 230地区中，183地区が市街化区域に指定されていた．
続いて用途地域に指定されている DIDが 40地区と多か
った．区域指定別の平均 DID人口密度は，市街化区域 

 
に指定されている地区において最も高い．区域指定別に

DID人口密度は，異なる値を示しており，線引き制度に
よる DID人口密度への影響は大きいと云える． 
市街化調整区域の DIDは静岡県浜松市 5地区である．

この地区の地図画像を見ると宅地と農地が混在しており，

DID 内とその周辺の市街地に明確な差異はみられない

という特徴が読み取れる（図 3）．市街化区域・市街化調

整区域混合地区においても，宅地と農地などの非都市的

土地利用が混合しているという特徴が見られた． 
 

 
 
 
（3）線引きの変更と DID 人口密度の関係分析 

線引き制度による区域指定は，市街地の拡大と共に見

直しの行われる場合が多い．市街地の分布は線引きに影

響を受けており，DID人口密度も大きく影響を受けてい
ると考えられる．そこで，線引きの変更と DID人口密度
の関係について分析を行った．分析は 1985 年時点と
2000 年前後（各市町村によって異なる）の 2 時点の区
域指定から行った． 

2000 年に市街化区域となっている DID について，

1985年時点の区域指定を表 4に示す．183地区中，159
地区は 1985 年時点においても，市街化区域であった．
市街化区域・市街化調整区域混合地区は，1985年以降市
街地が拡大したことにより，区域指定が見直された地区

である．このタイプは 10 地区あり，2000 年の DID 人
口密度は 53.3人／haと他のDIDと比べて低い傾向にあ
った． 

図-1 DID 人口密度と中心部からの距離の関係 
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図-2 区域指定と DID 分布の関係（Ex.札幌都市圏）
図-3 静岡県浜松市 5 地区 

人口集中地区

市街化区域 

表-3 区域指定別の平均 DID 人口密度 

区域指定
DID数
（地区）

DID人口
（千人）

DID面積
（ha）

DID人口密度
（人／ha）

市街化区域 183 89.5 1505.7 59.5
市街化調整区域 1 6.3 172.0 36.3
都市計画区域 2 12.2 344.5 35.4
用途地域 40 11.6 296.5 39.3
市街化区域・市街化調整区域混合 3 22.7 444.7 51.0
用途地域・都市計画区域混合 1 10.9 615.0 17.7



 
 

区域指定
DID数
（地区）

DID人口
（千人）

DID面積
（ha）

DID人口密度
（人／ha）

市街化区域 159 100.3 1680.4 59.7
市街化区域・指定なし 1 17.4 980.0 17.8
市街化調整区域・指定なし 1 6.3 149.0 42.3
指定なし 4 6.5 98.5 66.4
市街化区域・市街化調整区域混合 10 31.8 596.6 53.3
市街化調整区域 8 8.6 107.4 79.9  
 

1985 年時点に区域指定なしの地区や市街化調整区域
の地区は，小規模な計画開発によって形成された市街地

が多い．DID人口や DID面積の規模が小さく，また DID
人口密度の高いという特徴があった．そして，鉄道駅か

ら離れた場所に位置するという傾向が見られた． 
 
６．公共公益施設分布と土地利用の特徴 

 

（1）公共公益施設密度と DID 人口密度の関係 

公共公益施設の分布とDID人口密度の関係を図5に示
す．DID内公共公益施設密度の算出には，国土数値情報
の「公共施設」を利用した． 
公共公益施設の立地と DID の分布はほぼ同じとなっ

ていたが，公共公益施設密度と DID人口密度との関連性
は見られなかった． 
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（2）DID 内の土地利用特性 

国土数値情報の土地利用メッシュ平成 9 年版（1997
年）を使用して，DID内の土地利用面積を算出した．DID
人口密度の高さにより DID を 5 分類し，各クラス平均
の土地利用面積の割合を算出した．DID の分類は DID
人口密度を基準値化し標準偏差の倍数により行った．ク

ラスごとの，土地利用面積の割合を図 6に示す． 
田，その他の農用地，森林の割合は，クラス 1 から 4

となるにつれて増加する傾向にあった．建物用地の割合

は減少し，その他の用地（公園・空港など）の割合は増

加していた．クラス 5の地区は和歌山県有田市などであ
り，大規模な工場が立地しているといった特徴が見られ

た．クラス 5の，その他の用地面積を除いた人口密度を
算出したところ，その値は 27人／haから 50人／haと
なった． 
 
７．交通基盤施設から見た DIDのコンパクト性 

 

（1）道路構造指標を用いた DID の分析 

道路構造指標を数値地図 25000（空間データ基盤）よ
り算出し，道路構造指標・土地利用指標などと DID構造
指標により正準相関分析を行った．重み係数と構造係数

を表 5 に示す．対中心 DID 人口比は，都市圏中心部の
DID 人口を 1 としたときの，各 DID 人口の値である．
また，DID凹凸度は DIDの周長を DID面積で除算した
値である． 
第 1正準相関係数は 0.703となったことから，目的変

数と説明変数の間に関係性があると判断した．説明変数

の重み係数を見ると，道路ノード密度が 0.727で最も高
く，続いて一般道平均リンク長，一般道路リンク密度，

幅員 5.5ｍ未満一般道の延長率が高い．目的変数の重み
係数を見ると，DID人口密度が 1.020と最も高かった． 
以上より，DID人口密度の高い地区ほど，道路網が密

図-5 公共公益施設密度と DID 人口密度の関係 

表-4 1985 年時点の区域指定別の平均 DID 人口密度

図-6 DID 人口密度クラスごとの土地利用の割合 

Class 標準偏差値域
DID人口密度
閾値（人／ha）

地区数

1  1.5σ -         77.9 -       17
2  0.5σ -  1.5σ 61.2 - 77.9 41
3 -0.5σ -  0.5σ 44.4 - 61.2 97
4 -1.5σ - -0.5σ 27.7 - 44.4 67
5        - -1.5σ      - 27.7 8
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表-5 正準相関分析の結果 
重み係数 構造係数

[説明変数]
公共公益施設密度 0.018 -0.165
建物用地面積の割合 -0.112 -0.120
その他の用地面積の割合 0.024 0.071
自然環境系用地面積の割合 0.053 0.087
幅員5.5m未満一般道の延長率 0.370 0.498
幅員5.5m以上13.0m未満一般道の延長率 0.298 -0.272
一般道平均リンク長 0.623 -0.354
道路ノード密度 0.727 0.723
一般道路リンク密度 0.414 0.847
国道ダミー -0.286 -0.664
高速道路ダミー -0.028 -0.164
IC・JC数ダミー -0.104 -0.295
[目的変数]
対中心DID人口比 0.058 -0.316
DID人口 -0.405 -0.295
DID人口密度 1.020 0.926
DID凹凸率 -0.153 0.263
中心部からの距離 0.160 -0.030



に張り巡らされ，また幅員 5.5ｍ未満の道路の割合が大
きいことが明らかとなった． 
 

（2）鉄道駅の有無による DID の分析 

鉄道構造に関する指標を数値地図 25000（空間データ
基盤）より算出し，鉄道駅の有無による DIDの人口，面
積などについて集計した（表 6）．鉄道駅を含む地区は

161地区（70％），鉄道駅を含まない地区は 69地区（30％）
であった．都市圏の中心部に位置する 26 地区（都市圏
中心都市の市役所が位置する地区）は全て鉄道駅を有し

ていた． 
 

 

DID数
平均
DID人口

平均
DID面積

平均DID
人口密度

中心部からの
平均距離

（地区） （千人） （ha） （人／ha） （km）
161 101.4 1727.5 58.7 13.4

中心部 26 516.7 8244.7 62.7 0.0
郊外部 135 21.4 472.4 45.3 16.0

69 9.2 175.0 52.6 11.4
中心部 0 - - - -
郊外部 69 9.2 175.0 52.6 11.4

230 73.7 1261.8 58.4 12.8合計

鉄道駅を含むDID地区

鉄道駅の含まないDID地区

 
郊外部における DID 人口密度は鉄道駅を含む地区が

45.3人／ha，鉄道駅を含まない地区が 52.6人／haであ
り，含まない地区の方が高い．中心部からの平均距離に

ついて比較すると，鉄道駅を含む地区の方が長い．鉄道

駅を含まない地区における中心部への近接性が，自動車

への依存に影響していると考えられる．続いて，郊外に

位置する地区について，鉄道駅の有無と線引き制度の区

域指定による分類を行った（表 7）． 
 

指定区域 項目
鉄道駅を
含む地区

鉄道駅を
含まない地区

DID数（地区） 99 58
DID人口（千人） 24.1 9.7
DID人口密度（人／ha） 46.6 56.5
DID数（地区） 1 0
DID人口（千人） 6.3 -
DID人口密度（人／ha） 36.3 -
DID数（地区） 2 0
DID人口（千人） 12.2 -
DID人口密度（人／ha） 35.4 -
DID数（地区） 32 8
DID人口（千人） 12.9 6.5
DID人口密度（人／ha） 39.0 41.8
DID数（地区） 1 2
DID人口（千人） 56.4 5.8
DID人口密度（人／ha） 53.9 40.3
DID数（地区） 0 1
DID人口（千人） - 10.9
DID人口密度（人／ha） - 17.7

市街化調整区域

市街化区域

用途地域
都市計画区域混合

市街化区域
市街化調整区域混合

用途地域

都市計画区域

 
鉄道駅を含む地区であり，且つ市街化区域に指定され

ている地区は 99 地区（全 203 地区の 49％）であった．
鉄道駅を含まない地区は全 203 地区中 69 地区あり，線
引きが鉄道駅の分布と無関係になされていると云える．

DID人口密度について分類別に見ると，鉄道駅を含まな
い地区であり，市街化区域に指定されている DIDが最も
高い．鉄道駅を含む地区で市街化区域に指定されている

地区の DID人口規模は大きく，市街地が低密度に広がっ
ていると云える．用途地域に指定されている DIDにおい
ては，DID人口密度に大きな差異は見られなかった． 
 

８．おわりに 

 

本研究により得られた成果を以下に示す． 
①DIDは各都市圏の中心部から 40km圏内に分布し，中
心部に近いほど，DID人口密度の高い傾向となっていた． 
②全 230DID中，183地区（80％）が市街化区域に指定
されていた．これらの地域では，1985年以降の区域指定
の変更が，DID人口密度などに大きな差異をもたらして
いた．1985年時点に区域指定なし（都市計画区域外）の
地区や市街化調整区域の地区は，DID 人口や DID 面積
の規模が小さく，DID人口密度の高い傾向にあった． 
③公共公益施設の立地と DID の分布はほぼ同じであっ
たが，公共公益施設密度と DID人口密度との関連性は見
られなかった． 
④DID 構造指標と道路構造指標などについて正準相関

分析を行った結果，DID人口密度の高さと道路ノード密
度，一般道平均リンク長，一般道路リンク密度，幅員 5.5
ｍ未満一般道の延長率との間に正の相関性が見られた． 
⑤郊外部に位置する DIDの内，鉄道駅を含み，且つ市街
化区域に指定されている地区は全地区の 49％(99 地区)
であった．このことから市街化区域の設定が鉄道駅の分

布と無関係になされていると云える．今後は公共交通の

利用を促す線引きが求められる． 
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表-6 鉄道駅の有無による DID 地区の差異 
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